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島県港湾等整備事業特別会計補正予算（第
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９６ 政治資金規正法の規定に基づく資金管理団

体の届出事項の異動の届出があった件

９７※ 不在者投票を行うことができる施設を指定

した件の一部を改正する件



【公安委員会規則】

番 号 表 題 担当課名

１５※ 徳島県道路交通法施行細則の一部を改正す

る規則

【海区漁業調整委員会指示】

番 号 表 題 担当課名

５ 全長２０センチメートルを超えるうなぎを

採捕することを禁止する区域及び期間を指

示する件

６ 押網を船舶に積載することを禁止する件

【内水面漁場管理委員会指示】

番 号 表 題 担当課名

３ 全長２０センチメートルを超えるうなぎを

採捕することを禁止する区域及び期間を指

示する件

４ 押網を船舶に積載することを禁止する件



徳
島
県
告
示
第
五
百
八
号

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
六

年
十
月
八
日
徳
島
県
議
会
の
議
決
を
経
た
令
和
六
年
度
徳
島
県
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
二
号
、
第
三
号

及
び
第
四
号
）
及
び
令
和
六
年
度
徳
島
県
港
湾
等
整
備
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
一
号
）
の
要
領
を

次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

（
「
次
の
と
お
り
」
は
、
省
略
し
、
そ
の
関
係
書
類
を
徳
島
県
企
画
総
務
部
財
政
課
、
県
庁
ふ
れ
あ
い

セ
ン
タ
ー
及
び
県
民
セ
ン
タ
ー
に
備
え
置
い
て
、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
。
）



徳
島
県
告
示
第
五
百
九
号

徳
島
県
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
規
則
（
平
成
八
年
徳
島
県
規
則
第
二

十
二
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
特
定
調
達
契
約
に
つ
い
て
一
般
競
争
入
札
に
よ
り
落
札
者
を
決
定
し
た
の

で
、
地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七
年
政
令
第

三
百
七
十
二
号
）
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

一

落
札
に
係
る
物
品
等
の
名
称
及
び
数
量

校
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
用
サ
ー
バ
一
式

十
三
台

二

契
約
に
関
す
る
事
務
を
担
当
す
る
課
等
の
名
称
及
び
所
在
地

徳
島
県
企
画
総
務
部
管
財
課

徳
島
市
万
代
町
一
丁
目
一
番
地

三

落
札
者
を
決
定
し
た
日

令
和
六
年
九
月
二
十
六
日

四

落
札
者
の
氏
名
及
び
住
所

テ
ッ
ク
情
報
株
式
会
社

板
野
郡
板
野
町
犬
伏
字
東
谷
六
番
地
三
三

五

落
札
金
額

二
千
九
百
四
十
八
万
円

六

契
約
の
相
手
方
を
決
定
し
た
手
続

一
般
競
争
入
札

七

一
般
競
争
入
札
の
公
告
を
行
っ
た
日

令
和
六
年
八
月
二
日



徳
島
県
告
示
第
五
百
十
号

徳
島
県
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
規
則
（
平
成
八
年
徳
島
県
規
則
第
二

十
二
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
特
定
調
達
契
約
に
つ
い
て
一
般
競
争
入
札
に
よ
り
落
札
者
を
決
定
し
た
の

で
、
地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七
年
政
令
第

三
百
七
十
二
号
）
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

一

落
札
に
係
る
物
品
等
の
名
称
及
び
数
量

教
員
用
タ
ブ
レ
ッ
ト

八
百
台

二

契
約
に
関
す
る
事
務
を
担
当
す
る
課
等
の
名
称
及
び
所
在
地

徳
島
県
企
画
総
務
部
管
財
課

徳
島
市
万
代
町
一
丁
目
一
番
地

三

落
札
者
を
決
定
し
た
日

令
和
六
年
九
月
二
十
六
日

四

落
札
者
の
氏
名
及
び
住
所

四
国
通
建
株
式
会
社

愛
媛
県
今
治
市
南
大
門
町
一
丁
目
一
番
地
の
一
五

五

落
札
金
額

四
千
二
百
六
十
八
万
円

六

契
約
の
相
手
方
を
決
定
し
た
手
続

一
般
競
争
入
札

七

一
般
競
争
入
札
の
公
告
を
行
っ
た
日

令
和
六
年
八
月
二
日



徳
島
県
告
示
第
五
百
十
一
号

徳
島
県
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
規
則
（
平
成
八
年
徳
島
県
規
則
第
二

十
二
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
特
定
調
達
契
約
に
つ
い
て
一
般
競
争
入
札
に
よ
り
落
札
者
を
決
定
し
た
の

で
、
地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又
は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
七
年
政
令
第

三
百
七
十
二
号
）
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

一

落
札
に
係
る
物
品
等
の
名
称
及
び
数
量

誘
導
結
合
プ
ラ
ズ
マ
質
量
分
析
装
置

一
式
（
賃
貸
借
）

二

契
約
に
関
す
る
事
務
を
担
当
す
る
課
等
の
名
称
及
び
所
在
地

徳
島
県
生
活
環
境
部
環
境
管
理
課

徳
島
市
万
代
町
一
丁
目
一
番
地

三

落
札
者
を
決
定
し
た
日

令
和
六
年
九
月
二
十
六
日

四

落
札
者
の
氏
名
及
び
住
所

Ｊ
Ａ
三
井
リ
ー
ス
株
式
会
社

東
京
都
中
央
区
銀
座
八
丁
目
一
三
番
一
号

五

落
札
金
額

三
十
六
万
千
九
百
円
（
月
額
）

六

契
約
の
相
手
方
を
決
定
し
た
手
続

一
般
競
争
入
札

七

一
般
競
争
入
札
の
公
告
を
行
っ
た
日

令
和
六
年
八
月
二
日



徳
島
県
告
示
第
五
百
十
二
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

く
特
定
施
設
の
設
置
の
許
可
の
申
請
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ
の
概
要
を
次
の

と
お
り
告
示
す
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
を
設
置
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結
果
に
基
づ
く

事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

一

申
請
の
概
要

１

申
請
者

名

称

日
亜
化
学
工
業
株
式
会
社

住

所

阿
南
市
上
中
町
岡
四
九
一
番
地
一
〇
〇

代
表
者

代
表
取
締
役

小
川
裕
義

２

工
場
又
は
事
業
場

名

称

日
亜
化
学
工
業
株
式
会
社

辰
巳
工
場

所
在
地

阿
南
市
辰
己
町
一
番
地
一
九

３

特
定
施
設
の
種
類

水
質
汚
濁
防
止
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
六
年
政
令
第
百
八
十
八
号
）
別
表
第
一
第
六
十
六
号
に
規

定
す
る
電
気
め
っ
き
施
設

４

特
定
施
設
及
び
汚
水
等
の
処
理
に
関
す
る
事
項

二
の
縦
覧
の
期
間
及
び
場
所
に
お
い
て
、
関
係
書
類
を
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、

徳
島
県
生
活
環
境
部
環
境
管
理
課
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
公
表
す
る
。

二

縦
覧
の
期
間
及
び
場
所

１

期
間

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日
か
ら

令
和
六
年
十
一
月
十
二
日
ま
で

２

場
所

徳
島
県
生
活
環
境
部
環
境
管
理
課
及
び
阿
南
市
市
民
部
環
境
保
全
課



徳
島
県
告
示
第
五
百
十
三
号

漁
業
災
害
補
償
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
五
十
八
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
百
二
十
五
条

の
六
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
五
条
の
二
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
加
入
区
の
区
域
内
特

定
養
殖
業
者
の
同
意
が
法
第
百
二
十
五
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
要
件
に
適
合
す
る
と
認
め
る
の
で
、

公
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

法
第
百
二
十
五
条
の
二
に
規
定
す
る
養
殖
業

の
り
等
養
殖
業
（
黒
の
り
）

加
入
区
の
名
称

加
入
区
の
区
域

徳
島
市
辰
巳
加
入
区

徳
島
市
辰
巳
漁
業
協
同
組
合
の
地
区



徳
島
県
告
示
第
五
百
十
四
号

土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
三
十
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
土
地
改

良
区
の
定
款
の
変
更
を
認
可
し
た
の
で
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

土

地

改

良

区

の

事

務

所

の

所

在

地

及

び

名

称

認

可

年

月

日

板
野
郡
上
板
町

令
和
六
年
十
月
七
日

吉
野
川
下
流
域
土
地
改
良
区



徳
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
告
示
第
九
十
五
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
政
治
団
体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同

法
第
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
長

中

田

丑

五

郎

そ
の
他
の
政
治
団
体
（
政
党
及
び
政
治
資
金
団
体
以
外
の
政
治
団
体
）

異

動

の

内

容

政
治
団
体
の
名
称

代
表
者
の
氏
名

異
動
事
項

異
動
年
月
日

新

旧

主
た
る
事
務
所
の

令

和

六

年

高

橋

永

後

援

会

高

橋

永

徳
島
市
北
田
宮
一
丁
目
二
二
八

徳
島
市
昭
和
町
三
丁
目
一－

二

所
在
地

九

月

二

十

八

日



徳
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
告
示
第
九
十
六
号

政
治
資
金
規
正
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
四
号
）
第
十
九
条
第
三
項
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
く
資
金
管
理
団
体
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ

っ
た
の
で
、
同
法
第
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
長

中

田

丑

五

郎

資
金
管
理
団
体
の
届
出

資
金
管
理
団
体
の
名
称

異
動
事
項

新

旧

異
動
年
月
日

を

し

た

者

の

氏

名

主
た
る
事
務

令

和

六

年

高

橋

永

高

橋

永

後

援

会

徳
島
市
北
田
宮
一
丁
目
二
二
八

徳
島
市
昭
和
町
三
丁
目
一－

二

所
の
所
在
地

九

月

二

十

八

日



徳
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
告
示
第
九
十
七
号

平
成
十
九
年
徳
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
告
示
第
十
号
（
不
在
者
投
票
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
施
設
を
指

定
し
た
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
令
和
六
年
十
月
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
長

中

田

丑

五

郎

一
の
表

の
項
中
「独

立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
徳
島
病
院

」
を
「独

立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構

62

と
く
し
ま
医
療
セ
ン
タ

ー西
病
院

」
に
、
同
表

の
項
中
「独

立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
東
徳
島
医
療

87

セ
ン
タ

ー
」
を
「独

立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
と
く
し
ま
医
療
セ
ン
タ

ー東
病
院

」
に
改
め
る
。



徳島県公安委員会規則第15号

徳島県道路交通法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年10月22日

徳島県公安委員会委員長 岡 田 好 史

徳島県道路交通法施行細則の一部を改正する規則

徳島県道路交通法施行細則（昭和47年徳島県公安委員会規則第１号）の一部を次のよう

に改正する。

第14条中第５号を削り，第６号を第５号とし，第７号から第11号までを１号ずつ繰り上

げる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は，令和６年11月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行前にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の例による。



徳
島
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
第
五
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
区

域
及
び
期
間
に
お
い
て
全
長
二
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
う
な
ぎ
を
採
捕
す
る
こ
と
を
禁
止
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

会
長

岡

本

彰

一

禁
止
す
る
区
域

徳
島
海
区
（
公
共
用
水
面
及
び
こ
れ
と
連
接
し
て
一
体
を
成
す
水
面
）

二

禁
止
す
る
期
間

令
和
六
年
十
一
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

三

指
示
の
適
用
除
外

こ
の
指
示
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。

１

徳
島
県
漁
業
調
整
規
則
（
令
和
二
年
徳
島
県
規
則
第
八
十
八
号
）
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
知
事
の
許
可
を
受
け
た
者
が
、
当
該
許
可
の
範
囲
内
で
採
捕
す
る
場
合

２

国
の
機
関
又
は
地
方
公
共
団
体
（
大
学
等
の
試
験
研
究
機
関
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
が
、
う
な

ぎ
に
係
る
調
査
又
は
試
験
研
究
を
目
的
と
し
て
採
捕
す
る
場
合
（
当
該
国
の
機
関
又
は
地
方
公
共
団

体
か
ら
、
委
託
、
補
助
そ
の
他
の
関
与
を
受
け
て
い
る
場
合
を
含
む
。
）
で
、
当
該
採
捕
を
行
う
三

日
前
ま
で
に
徳
島
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
へ
届
出
を
行
っ
た
場
合

四

指
示
の
有
効
期
間

こ
の
指
示
の
有
効
期
間
は
、
令
和
六
年
十
月
二
十
二
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る

。



徳
島
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
第
六
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
押
網
（

徳
島
県
漁
業
調
整
規
則
（
令
和
二
年
徳
島
県
規
則
第
八
十
八
号
）
第
三
十
一
条
第
四
号
に
規
定
す
る
漁
具

（
以
下
「
当
該
漁
具
」
と
い
う
。
）
）
を
船
舶
に
積
載
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

会
長

岡

本

彰

令
和
六
年
十
二
月
十
五
日
か
ら
令
和
七
年
四
月
十
五
日
ま
で
の
間
は
、
当
該
漁
具
を
船
舶
に
積
載
し
て

は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
当
該
漁
具
が
積
載
さ
れ
た
船
舶
を
運
航
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
や
む
を
得

な
い
理
由
に
よ
り
、
当
該
漁
具
を
船
舶
に
積
載
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
日
の
三
日
前
ま
で
に
徳
島
海
区

漁
業
調
整
委
員
会
に
別
記
様
式
に
よ
る
届
出
書
を
提
出
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
な
い
。



（別記様式）

押網漁具の船舶への積載に関する届出書

令和 年 月 日

徳島海区漁業調整委員会会長 殿

住所

氏名

令和６年１０月２２日付け徳島海区漁業調整委員会指示第６号の規定に基づ

き、次のとおり届け出ます。

なお、網枠と網とは、分離した上、積載いたします。

１ 押網漁具を船舶に積載する理由（具体的に記載のこと。）

２ 積載予定期間

３ 航行予定区域

４ 届出の対象船舶等

(1)船名

(2)漁船登録番号、船舶検査済票の番号又は船舶番号

(3)総トン数又は船舶の長さ

(4)船舶所有者の住所、氏名

(5)運航責任者の住所、氏名

(6)押網漁具の所有者の住所、氏名



徳
島
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会
指
示
第
三
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
及
び
第
百
七
十
一
条
第
四
項

の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
区
域
及
び
期
間
に
お
い
て
全
長
二
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
う
な
ぎ
を
採

捕
す
る
こ
と
を
禁
止
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会

会
長

野

口

修

司

一

禁
止
す
る
区
域

徳
島
県
内
の
河
川
等
の
内
水
面
（
公
共
用
水
面
及
び
こ
れ
と
連
接
し
て
一
体
を
成
す
水
面
）

二

禁
止
す
る
期
間

令
和
六
年
十
一
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

三

指
示
の
適
用
除
外

こ
の
指
示
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。

１

徳
島
県
漁
業
調
整
規
則
（
令
和
二
年
徳
島
県
規
則
第
八
十
八
号
）
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
知
事
の
許
可
を
受
け
た
者
が
、
当
該
許
可
の
範
囲
内
で
採
捕
す
る
場
合

２

国
の
機
関
又
は
地
方
公
共
団
体
（
大
学
等
の
試
験
研
究
機
関
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
が
、
う
な

ぎ
に
係
る
調
査
又
は
試
験
研
究
を
目
的
と
し
て
採
捕
す
る
場
合
（
当
該
国
の
機
関
又
は
地
方
公
共
団

体
か
ら
、
委
託
、
補
助
そ
の
他
の
関
与
を
受
け
て
い
る
場
合
を
含
む
。
）
で
、
当
該
採
捕
を
行
う
三

日
前
ま
で
に
徳
島
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会
へ
届
け
出
た
場
合

四

指
示
の
有
効
期
間

こ
の
指
示
の
有
効
期
間
は
、
令
和
六
年
十
月
二
十
二
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る

。



徳
島
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会
指
示
第
四
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
押
網
（

徳
島
県
漁
業
調
整
規
則
（
令
和
二
年
徳
島
県
規
則
第
八
十
八
号
）
第
三
十
一
条
第
四
号
に
規
定
す
る
漁
具

（
以
下
「
当
該
漁
具
」
と
い
う
。
）
）
を
船
舶
に
積
載
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

令
和
六
年
十
月
二
十
二
日

徳
島
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会

会
長

野

口

修

司

令
和
六
年
十
二
月
十
五
日
か
ら
令
和
七
年
四
月
十
五
日
ま
で
の
間
は
、
当
該
漁
具
を
船
舶
に
積
載
し
て

は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
当
該
漁
具
が
積
載
さ
れ
た
船
舶
を
運
航
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
や
む
を
得

な
い
理
由
に
よ
り
、
当
該
漁
具
を
船
舶
に
積
載
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
日
の
三
日
前
ま
で
に
徳
島
県
内

水
面
漁
場
管
理
委
員
会
に
別
記
様
式
に
よ
る
届
出
書
を
提
出
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
な
い
。



（別記様式）

押網漁具の船舶への積載に関する届出書

令和 年 月 日

徳島県内水面漁場管理委員会会長 殿

住所

氏名

令和６年１０月２２日付け徳島県内水面漁場管理委員会指示第４号の規定に

基づき、次のとおり届け出ます。

なお、網枠と網とは、分離した上、積載いたします。

１ 押網漁具を船舶に積載する理由（具体的に記載のこと。）

２ 積載予定期間

３ 航行予定区域

４ 届出の対象船舶等

(1)船名

(2)漁船登録番号、船舶検査済票の番号又は船舶番号

(3)総トン数又は船舶の長さ

(4)船舶所有者の住所、氏名

(5)運航責任者の住所、氏名

(6)押網漁具の所有者の住所、氏名
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